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ClickDiario Network Internet Corp.の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 
当社は本日、ClickDiario Network Internet Corp.（本社：Guatemala、最高経営責任者 Matias de 
Tezanos Posse、以下「ClickDiario 社」）の株式を取得することについて全ての手続きが完了いたしまし

たので、下記のとおりお知らせ致します。 

 
記 

 

１．株式取得（子会社化）の目的 
当社グループは、web システムの開発やインターネット上でのマーケティグのノウハウを活かし、ポ

ータルサイト「livedoor」を核としてインターネットを通じた各種サービスを提供し、早期に日本国内

における No.１ポータルの地位を獲得することを目指しております。 

  また、日本国内にとどまらず、米国、中国を始めとする将来の本格的な海外展開を見据え、海外

においてもメディア事業を推進しております。既に米国では平成 16 年 6 月に子会社した広告代理

店業を営む MailCreations.com を通して、インターネットマーケティング事業を行っております。 
一方、ClickDiario 社は米国を営業活動の中心としているインターネット企業であり、スポーツ、

ヘルス、女性、ペット、ダイエット、グリーティングカードなどに特化した 30 以上のサイトを運

営しております。とくに最も成長の著しいラテンアメリカ系及びスペイン語圏インターネット市場

にフォーカスし、運営するサイトをアドネットワーク化したうえでそのリソースを使ったネット広

告、マーケティング事業を行っております。 

当社グループ会社であるMailCreations.comがヒスパニック系市場に強いという特色があり、同様

にヒスパニック系市場に強い媒体を数多く保有するClickDiario社を新たに子会社とすることで、強

固な営業力をもつMailCreations.comとの高いシナジー効果が期待でき、米国におけるヒスパニッ

ク系市場で高いプレゼンスを獲得することが出来ると判断いたしました。なお、当社グループ企業

であるlivedoor Interactive S.L.（スペイン）とも協業を行う予定です。 



 

２．株式取得の条件等 
 （1）株式取得日 
    平成17年9月30日 
（2）譲渡人及び譲渡株数 
    Matias de Tezanos Posse 400,000株 
   Julio Gonzalez Arrivillaga 400,000株 
   Manuel Ayau Cordon  200,000株 
（3）取得する株式の総数及び対価 
    取得株数：1,000,000株 
    対価：10,500,000ドル 
        ※取得月の6ヶ月後、18ヵ月後のEBITDA(利払い前・税引き前・減価償却前・ 

その他償却前利益)に応じて最大9,000,000ドルの対価を支払います。 
（4）取得株式数、取得前後の所有割合の状況 
    取得前の所有株式数        0株（所有割合0％） 

取得株式数    1,000,000株 
取得後の所有株式数   1,000,000株（所有割合100％） 

 
３．異動する子会社の概要 
 
 （1）商号  ClickDiario Network Internet Corp. 
 （2）代表者  最高経営責任者 Matias de Tezanos Posse 
 （3）所在地  14 Calle 3-51 zona 10, Murano Center, of. 604, 01010. 

（4）設立年月日 平成15年7月1日 
 （5）主な事業の内容 インターネットサイト運営 
 （6）決算期  6月 
 （7）従業員数  40人 
 （8）資本の額  6,000,000ドル 
 （9）発行済株式総数 1,000,000株 
 （10）最近事業年度における業績の動向 
   平成16年6月期 平成17年6月期 

売上高    112万ドル   360万ドル 
 経常利益     67万ドル   224万ドル 
 
 ※当該会社は2003年7月に設立された会社であり、平成16年6月期が第1期となります。 
  

４．業績に与える影響 

  本件により、当社の当期連結決算（平成18年9月期）に与える影響は軽微であります。 

   

以上 


